
令和 7 年総務常任委員会 R7.5.16 AI 議事録分析 

1 

令和 7 年 5 月 16 日 総務常任委員会の概要と村岡委員の立ち位置 

 

この日の兵庫県議会・総務常任委員会は、閉会中に開催され、主に「県庁舎の暫定再編」

「職員の新しい働き方」「公文書管理・情報公開」「県保有情報漏えいに関する第三者調査

委員会報告」などが議論されました。議事順序上も、諸報告に加えて、閉会中の継続調査

事件として、職員の新しい働き方や公文書管理・県政情報公開が扱われています。 

 

全体として、この日の委員会は、単に個別事業の進み具合を確認する場というより、県政へ

の信頼をどう回復するか、県庁という組織をどう維持・改革していくかが大きなテーマになっ

ていました。 

 

庁舎再編では、耐震性に課題のある県庁 1 号館・2 号館等から、3 号館、生田庁舎、民間オ

フィスなどへ一時的に移転する方針が説明されました。資料では、新庁舎が整備されるまで

の間、職員の安全確保の観点から暫定的な本庁舎再編を進めるとされています。 

 

村岡委員はこの点について、民間オフィスをどの範囲で探しているのか、本庁までの距離や

移動時間について基準があるのかを確認しました。当局は、物件探しでは「本庁からの距離」

「1 棟当たりの面積」「予算」の 3 条件を見ており、特に重視しているのは、部局が細かく分散

しすぎないようにするための「1 棟当たりの面積」だと答弁しました。 

 

そのうえで村岡委員は、DX やオンライン化は必要だとしつつも、部局のマネジメントや新人

職員の育成、職場内のコミュニケーションも大切だとして、DX と対面の良さのバランスを取り

ながら進めてほしいと述べました。 

これは、知事や県当局の改革を頭から否定するのではなく、改革を進める際に、現場の職

員や県民サービスに無理が出ないようチェックする立場だといえます。 

 

また、県保有情報の漏えい問題については、他の委員からも、削除要請、刑事告発、公益

通報、情報管理などをめぐって多くの質疑がありました。資料では、第三者調査委員会の結

論として、「県保有情報」と「ネット上の情報」は同一の可能性が高いこと、漏えいが公益通

報には該当しないこと、漏えいさせた者は不明であることが示されています。 

 

村岡委員はこの問題について、ネット上で被害を受けている人の苦しみを重く受け止める必

要があるとしつつ、表現の自由や報道の自由にも配慮しながら、県として公正で中立的に対

応してほしいと述べました。つまり、「誰かを一方的に責める」よりも、人権、情報管理、表現

の自由、県民の信頼回復をどう両立させるかを重視していたと見られます。 

 

職員の新しい働き方については、テレワーク、フレックスタイム、休暇取得、超過勤務縮減、
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エンゲージメント調査などが説明されました。資料では、新しい働き方推進プランの目的とし

て、職員が働きやすい環境を整え、組織パフォーマンスを高め、県民本位で質の高い行政サ

ービスを実現することが示されています。 

 

村岡委員は、職員の働き方改革を単なる福利厚生の話ではなく、採用抑制による年齢構成

のゆがみや技術継承、庁舎分散の中で、県庁全体の仕事を進める力をどう維持するかとい

う問題として捉えていました。 

 

全体を通して見ると、村岡委員の立ち位置は、斎藤知事に全面対立するものでも、県当局を

そのまま追認するものでもありません。改革の必要性は認めつつ、情報管理、人権、職員の

働き方、県民サービスへの影響については、議会として確認し、必要な修正を求める姿勢で

す。 

 

一言でまとめるなら、この日の村岡委員は、 

「改革を止めるためではなく、県民の信頼を損なわない形で前に進めるためにチェックする立

場」 

だったといえます。 


